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5 データベース整備のための実大実験概要 
5.1 実験背景 

第 1 編で提案する新たな構造性能評価システムにおいて必要となるデータベース整備を目的と
して、非構造部材や設備を取り付けた実大 RC 造架構に対する正負繰返し静的載荷実験を行い、
試験体の各部位の変形角ごとの損傷状態に関するデータ収集を行った。構造部材の損傷低減を目
的とした実験は数多く見られるが、一方で損傷計測を目的とした実験はほとんど行われておらず、
今回の実験の重要性は高いといえる。 

 

5.2 実験概要 

試験体は開口付き非耐力壁を有する実大 RC 造架構であり、これは一般的な共同住宅をモデル
にして設計している。実大としている理由は、部材に発生するひび割れ幅や本数などの損傷は寸
法効果の影響を受け、建築物の修復性能を評価するためには、それらの損傷に対して正確な情報
を得ることが重要であるためである。試験体諸元を表 5.1に、試験体平面図を図 5.1に、立断面を
図 5.2、配筋図を図 5.3に示す。また、試験体概観を写真 5.1、試験体形状を写真 5.2に示す。 

本試験体では、表 5.1に示す RC造構造体のみならず、建築物全体の損傷評価を行うことを目的
としているため、一般によく用いられている非構造部材と設備機器を取り付けて、それらに関す
るデータも併せて収集した。 

 

表 5.1 試験体諸元 

,- ./0123456789-
: ;**<;**==

> &**<;**==
?> $**<@**==
ABC DEF**==

DE#F*==
6$GH'A3I5JF&==9

K

 
 

     写真 5.1 試験体概観             写真 5.2 試験体形状 
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1階平面図（下方向が北） 

図 5.1 試験体平面図 
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図 5.2 立面図 
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図 5.3 東立面配筋図 
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5.2.1 RC造外壁 
東側外壁は、小口タイル張り（改良圧着張り工法（壁下地上の張付けモルタルに、張付けモル
タルのついたタイルを圧着張付ける工法）、柱と梁の半分は接着剤張り（壁下地に接着剤を介し
てタイルを貼り付ける工法））仕上げで、外壁内側は石膏ボード EP（厚 12.5+9.5mm）を直張り
（GL工法）している。また、開口部には写真 5.3に示すように、軽量スチールフラッシュ戸（非
耐震型）、FIX窓（アルミサッシ 開口の大きさによる違い）を取り付けている。 

西側外壁は、コンクリート打放しで、外壁内側は石膏ボード EP（厚 12.5+9.5mm）を軽量鉄骨
軸組下地（ピン打工法）としている。また、開口部には写真 5.4 に示すように、軽量スチールフ
ラッシュ戸（耐震型）、引き違い窓（アルミサッシ）、内倒し窓（アルミサッシ）を取り付けて
いる。 

 
写真 5.3 試験体東面外壁 

 

引き違い窓 内倒し窓

軽量スチール
フラッシュ戸（耐震型）

3方完全スリット
25mm

 
写真 5.4 試験体西面外壁 
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5.2.2 内壁・天井  
間仕切り壁および天井の仕様は、以下のとおりである。 

壁 A ：  軽量鉄骨軸組下地+石膏ボード EP（厚 12.5+9.5mm、ピン打工法）、 

軽量スチールフラッシュ戸 A、壁勝ち 

壁 B ：  軽量鉄骨軸組下地+無機質繊維強化版 EP（厚 12mm、ピン打工法）、 

軽量スチールフラッシュ戸 B、壁勝ち 

壁 C ：  軽量間仕切りパネル式（厚 70mm、両面鋼板）、 

軽量スチールフラッシュ戸 C、システム天井、天井勝ち 

壁 D ：  軽量鉄骨軸組下地+石膏ボード EP（厚 12.5+9.5mm、ピン打工法）、 

扉なし、システム天井、天井勝ち 

在来天井 ：  軽量鉄骨軸組下地+石膏ボード EP（厚 9mm、ピン打工法）、 

たれ壁とのクリアランスなし 

システム天井： 外周部クリアランス 20mm程度 

 

写真 5.5 試験体内部（間仕切壁・天井）  

 
5.2.3 設備機器  

給排水関係の仕様は、以下の通りである。 

 

 管し出取 管て立 
給水管① 

給水管② 

給水管③ 

給水管④ 

100A PE管（建築設備用ポリエチレンパイプ）
50A SUS管（ステンレス） 
100A SUS管（ステンレス） 
100A SGP管（塩ビライニング鋼管） 

PE管 
20A SUS管 
50A SUS管 
50A SGP管 

ここで、取出し管は通常の集合住宅で多く用いられている 2エルボで、床面に Uバンドで固定す
る方法とした。 
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 立て管 排水管継ぎ手 
排水管① 

排水管② 

排水管③ 

排水管④ 

100A VLP管 

100A 鋳鉄管 

125A VLP管 

125A SGP管 

単管式 

単管式 

単管式 

通気管式 
 

空調関係は、空調機本体と空調機用配管、排煙口、システム天井用制気口で、その他として天
井照明器具（システム天井用、在来天井用）を取り付けている。 

 

5.3 加力計画 

加力は正負交番繰返し載荷で行った。アクチュエータにより 1本の柱につき 920kNの軸力を一
定で載荷し（軸力比、η=No/(bDFc）=0.06）、水平力は 4台の油圧ジャッキにより与えた。 

載荷履歴は 1/1600、1/800、1/400、1/200、1/100、1/67、1/50rad.の順に漸増させ、最終的に 1/17rad.

まで載荷した。特に 1/200から 1/50rad.までは同振幅 2回の繰返しを行った。図 5.4に載荷プログ
ラムを示す。また、図 5.5から図 5.7に載荷装置概要を示す。 

 
図 5.4 載荷プログラム 
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図 5.5 載荷装置概要 平面図 
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図 5.6 載荷装置概要 立面図（西側） 
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図 5.7 載荷装置概要 立面図（東側） 

 
5.4 計測計画 
損傷評価データの収集のため、表 5.2 に挙げる各部位に対して層間変形角に依存したひび割れ

長さやひび割れ幅、ひび割れ本数といった損傷量や損傷状況の計測を行った。また、各部位に変
位計を取り付けて、載荷履歴ごとの部材角や変位量の大きさを計測した。 

 

表 5.2 計測部位一覧 

構造部材 RC造梁・柱 

外壁 
打ち放し仕上げ 

タイル仕上げ 

内壁 

無機質繊維強化板 EP（壁勝ち） 

石膏ボード EP（壁勝ち） 

石膏ボード EP（天井勝ち） 

軽量間仕切りパネル式（天井勝ち） 

天井 
在来天井 

システム天井 

建具 
軽量スチールフラッシュ戸（耐震、非耐震） 

窓（引き違い、内倒し、FIX） 

設備 

給排水設備 

空調設備 

天井照明器具 
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5.5 実験結果 
 以下に、この実験で得られた計測結果を示す。 

5.5.1 構造部材 

 構造部材の変形角ごとの損傷量測定結果を示す。損傷量として測定した項目は以下の通りであ
る。 

① 最大ひび割れ幅 

 変形角ごとのピーク時と除荷時に、構造部材の計測可能な全ての面について構造部材の計測可
能な全ての面（以降、幅面とせい面別）について最大ひび割れ幅を測定する。測定はクラックス
ケールを用いて目視で行う。 

② 残留ひび割れ長さ 

 除荷時に発生していたひび割れ長さを、ひび割れ幅区分に応じて測定する。 

③ 残留ひび割れ本数 

 除荷時に発生したひび割れの本数をひび割れ幅区分に応じて測定する。なお、ひび割れ本数は、
残留ひび割れ長さを試験体の幅とせいを足した長さで除して無次元数として算出する。 

④ 残留ひび割れ率 

 除荷時に発生したひび割れの長さを、躯体表面積で除すことで算出する。また、タイル仕上げ
面の場合には、以上に挙げた測定項目に加えてタイルの割れや欠損、剥落等を計測する。 

 
1) 梁部材 
 梁部材の変形角ごとの損傷量測定結果の一例を表 5.3 に示す。測定箇所は西立面の打ち放し面
と東立面のタイル仕上げの梁部材を対象としている。 
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表 5.3 梁部材の損傷量測定結果（R=1/50まで）（西立面） 

 

 
2) 柱部材 

 柱部材の変形角ごとの損傷量測定結果の一例を表 5.4 に示す。測定箇所は西立面の打ち放し柱
部材 2本と、東立面のタイル仕上げ柱部材 2本を対象としている。 
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表 5.4 柱部材の損傷量測定結果（R=1/50まで）（西立面） 

 

 
5.5.2 非構造部材 

各非構造部材の損傷量測定結果を示す。 

1) RC造外壁 
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a） 外装仕上げ材 
RC造外壁（非耐力壁）の外装仕上げ材の損傷量測定結果を示す。測定項目は構造部材と同様で
あるが、加えてコンクリートの剥落率、及び外壁に使用した鉄筋（壁横筋、壁縦筋、開口補強筋、
スリット筋）の降伏状況も測定する。 
①コンクリート剥落率（タイルの剥離率） 
 コンクリート（タイル）の剥落（剥離）面積を、外壁表面積で除した値とする。RC造外壁の損
傷量測定結果の一例を表 5.5に示す。 

 

表 5.5 RC造外壁の損傷量測定結果（東側タイル面） 
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b） 内装仕上げ材 
RC造外壁の内装仕上げ材の損傷量測定結果の一例を、表 5.6に示す。内壁は、以下の 2種類か

ら構成されている。 
西構面内壁 仕上げ種類：石膏ボード 2枚貼り + 塗装 

仕上げ取付け工法：ピン工法 

東構面内壁 仕上げ種類：石膏ボード 2枚貼り + 塗装 
仕上げ取付け工法：直張り工法（GL工法） 
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2) 内壁 
試験体内部に設置した各内壁（以下間仕切壁）の損傷量測定結果について示す。表 5.7 に示す
ように、本実験で設置した間仕切壁は 4 枚であるが、表面仕上げの違いを考慮すると合わせて 7

種類となる。損傷量については、変形角ごとの仕上げ材の損傷状態（端部の膨れやひび割れ、圧
壊、目地部の開き具合等）とする。表 5.8に壁の損傷量測定結果の一例を示す。 

 

表 5.7 間仕切壁の一覧 

 壁材料 取り付け工法 
開口の
有無 

仕上げ 
天井との
取り合い

壁 A 
石膏ボード 軽量鉄骨軸組下地 有 石膏ボード 2枚貼り 

+塗装 壁勝ち 

石膏ボード 軽量鉄骨軸組下地 有 石膏ボード 2枚貼り 
+クロス 壁勝ち 

壁 B 

無機質繊維強
化板 

軽量鉄骨軸組下地 有 無機質繊維強化板 
+塗装 壁勝ち 

無機質繊維強
化板 

軽量鉄骨軸組下地 有 無機質繊維強化板 
+クロス 壁勝ち 

壁 C 鋼板パネル － 有 無 天井勝ち

壁 D 
石膏ボード 軽量鉄骨軸組下地 無 石膏ボード 2枚貼り 

+塗装 天井勝ち

石膏ボード 軽量鉄骨軸組下地 無 石膏ボード 2枚貼り 
+クロス 天井勝ち
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 2-62 

3） 天井 
天井の損傷量測定結果を示す。本実験で使用した天井は以下の 4種類である（図 5.8参照）。 

① 在来天井  （壁勝ち A室） 

② 在来天井  （壁勝ち B室） 

③ システム天井  （天井勝ち C室） 

④ システム天井  （天井勝ち D室）  

 

 

 
図 5.8 天井平面図  

 

天井の損傷量は、各変形角のピーク時に方位別の天井水平変位と構造部材とのクリアランス、及び
除荷時の構造部材のクリアランスを計測している。表 5.9 に天井の損傷量測定結果の一例を示す。ま
た、システム天井においては天井パネルの変位によるめり込み等が発生したので、そのような損傷状
況も計測している。 
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写真 5.6 システム天井面の破損 

 

4） 建具 
居室内の建具の損傷量測定結果を示す。 

a）内扉 

本実験で使用した内扉の種類は、表 5.10 に示す 3 種類である。内扉の損傷計測項目としては、
以下の 6項目である。表 5.11に扉の損傷量測定結果の一例を示す。また、扉隅角部におけるクリ
アランス計測位置を図 5.9に示す。 

 

① 開口変形角（ピーク・除荷時） 

② 扉パネルと扉枠とのクリアランス（ピーク・除荷時） 

③ 扉枠の損傷状態 

④ 取付け金具の損傷状態（蝶番・デッドボルトの変形等） 

⑤ 扉パネルの損傷状態 

⑥ 扉の開閉状態（開閉に要する力も計測） 

 

表 5.10 内扉種類一覧 

 壁材料 耐震性 寸法(mm） 
天井との
取り合い 

壁 A 石膏ボード 耐震型 780×1950 壁勝ち 

壁 B 無機質繊維強化板 非耐震型 780×1950 壁勝ち 

壁 C 石膏ボード 耐震型 900×2100 天井勝ち 

 

 

写真 5.6 システム天井面の変位性状
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図 5.9 扉隅角部位置番号（表 5.11の扉パネルと扉枠とのクリアランスの番号に対応） 
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 2-66 

表 5.11 内扉の損傷量測定結果（R=1/120まで）（壁 A内扉）
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 2-67 

b） 窓 
本実験で使用した窓の種類を、表 5.12に示す。 

 

表 5.12 窓の種類一覧 
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窓の損傷計測項目としては、以下の 6項目である。表 5.13に、窓の損傷量測定結果の一例を示
す。 

① 開口変形角（ピーク・除荷時） 

② 窓枠や窓枠廻りの躯体損傷状態 

③ シーリング材の損傷状態 

④ 取付け金具の損傷 

⑤ 窓ガラスのひび割れや破損といった損傷状態 

⑥ 窓の開閉性能 
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各
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の
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傷
量
測
定
結
果
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窓
）
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5.5.3 設備機器 
 
1) 給水管等 

加力に伴う管継ぎ手の回転角、及び軸方向伸縮量を変位計によって測定し、各管継ぎ手部分にマジ
ックで実験開始時の位置を描き、管軸方向の伸縮量も計測した。ただし、PE管は柔軟性があり管継ぎ
手を使用していないので、変位計は取り付けなかった。また、配管の密閉性能を測定するため各管に
0.6MPaの空気圧を掛けた。 

 

a）立て管 

(1) 立て管の床上 1.2ｍでの変位状態 

図 5.10は、床面と床上 1.2mにおける相対変位から求めた変位角の推移である。床上 1.2ｍでの相対
変位は約 15.2～19.0cm、片振幅の変位角にして約 7.2～9.0度となり、躯体の変位量をやや超える値と
なった。 

(2) 立て管の軸方向伸縮状態 

図 5.11は、管継ぎ手の上部と下部とに取付けた変位計により求めた軸方向伸縮量である。軸方向伸
縮量は、躯体変位 1/67 程度までは躯体の挙動に対応して正負に変動しているが、躯体の層間変形角
1/50rad.頃からは、いずれも負方向（縮み）にシフトしている。層間変形角 1/50rad.においては、SUS

管の50Aと100Aでは約0.5mm、SGP管100Aでは0.02mm、躯体変位1/17rad.ではSUS管50Aで2.0mm、
100Aで約 4.5mm、SGP管 100で 0.08mm縮んでいる状況であった。 

写真 5.7に、躯体の層間変形角 1/17rad.時の各管の上部床スラブ下面と下部床スラブ上面部分の最大
変位状態を示す。 

 

 

図 5.10 給水管水平変形角 
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図 5.11 管継ぎ手部での給水管の軸変形 
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①樹脂製（PE管）給水管   ②SUS（50A）給水管 

（上：上部スラブ下、下：下部スラブ上）（上：上部スラブ下、下：下部スラブ上） 

 

③SUS(100A）給水管  ④塩ビライニング鋼管製給水管 

（上：上部スラブ下、下：下部スラブ上）（上：上部スラブ下、下：下部スラブ上） 

写真 5.7 各種給水管の上部スラブ下と下部スラブ上の状況（躯体変位 1/17 rad.時） 

 
b） 取出し管 

写真 5.8 に、取出し管の変位状況を示す。いずれの給水管も、躯体の層間変形角 1/1600 から最終
1/17rad.までの実験中に圧力が降下することはなく、漏気は生じなかった。実験終了後、SUS取出し管
を立て管から取外し、床面に位置する管エルボを管軸直角方向に押したところ、20A取出し管では約
20cm程度変形し、50A取出し管では同様に約 10cm変形した。 

塩化ビニール管（50A）では、床に取付けた固定部材が躯体の層間変形角 1/50 rad.で破壊し（写真②）、
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SUS管 100Aの取出し管（50A）の床固定部材は、層間変形角 1/50 rad.頃から変形が大きくなり 1/17 rad.

では損傷が進んでいた。  

 

   
写真① 取出管の状況 (1/33） 写真② 取出し塩ビライニ

ング(1/50） 

写真③ 取出管（ SUS50A）の状
況(1/50） 

写真 5.8 取出し管の変位状況
  

2) 空調設備 

空調設備の損傷量測定結果について示す。本実験では、在来天井に取り付けた天井カセット形空調
機と天井付き排煙口の変位量を測定した。また、同時に天井カセット形空調機に取り付けた空調機接
続配管の変位量も測定した。 

a） 天井カセット形空調機 
図 5.12に天井カセット形空調機の変位履歴を、写真 5.9に躯体の層間変形角 1/17 rad.時の状況を示
す。空調機の四隅は、吊りボルトを斜めに設置するB種耐震支持であった。図 5.12から、天井カセッ
ト形空調機の変位量は躯体変位によらず±1mm 程度と安定しており、B 種耐震支持吊りボルトの効果
と考えられる。天井とカセット形空調機との「ズレ」は、天井自体の変位量と概ね一致している。 

b） 天井カセット形空調機接続配管 

図 5.13に、天井の変位状態、および天井カセット形空調機と同横引き排水管の変位状態を示す。天
井カセット形空調機の変位量は小さいが、横引き排水管の変位量は天井変位量の約 50％程度であった。 
 

 

全景(1/17rad.時）           天井面との変位差(約 20mm変位） 

写真 5.9 在来天井に取り付けた天井カセット形空調機  
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図 5.12 在来天井に取り付けた天井カセット形空調機の変位 

 
図 5.13 天井カセット形空調機天井裏面と天井裏排水管の変位 

 
3） 照明器具 

照明器具の変位量測定結果について示す。照明器具は在来天井に取り付けたもの 2台と、システム
天井に取り付けたものが 3台ある。システム天井に取り付けた照明器具はクリップ（固定金具）止め
したが、層間変形角 R=1/120rad.以降では、北側と中央の 2台については固定金具を取り外して、取り
外さない機器との損傷量の違いを調べた。また、システム天井には制気口も設けており、その損傷量
（損傷状態）も同時に測定した。 

a） 在来天井に取り付けた照明器具－下面開放式照明 

写真 5.10に、躯体の層間変形角 1/50rad.時の変位状況を示す。下面開放形照明器具の加力方向の変
位は、目視では確認できないほど小さかった。一方、加力方向と直交する照明器具でも加力に伴う顕
著な変位は生じなかったが、照明器具を支持するボルトは、層間変形が大きくなるに従いやや大きく
湾曲する状況が観測された。 
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加力方向     加力に対して直交方向 

写真 5.10 在来天井に取付けた照明器具（いずれも R=1/50rad.） 

 

b） システム天井に取付けた制気口 

吹出し口は、天井フレームの取り付け枠にビス止めされていることもあり、躯体変位によらず全く
変位がみられなかった。 

c） システム天井に取付けた照明器具 

写真 5.11に、システム天井の照明器具の変位状況を示す。照明器具は、躯体の層間変形角 1/800か
ら変位を生じ始め、層間変形角 1/400では固定クリップがある状態で±2mm程度の変位量がみられた。
躯体の層間変形角 1/120 以降では、クリップを外した中央と北側の照明器具の方が変位量はやや大き
くなったが、天井フレームなどで押さえられ極端には大きくならなかった。 

 

  

写真①固定クリップありの状態       写真② 固定クリップなしの状態 

写真 5.11 R=1/120rad.時における照明器具の変位状態 
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6. まとめと今後の課題 
本編では、第 1編に示された新たな構造性能評価システムに資するデータベースの構築に関する検
討を行い、以下の知見を得た。 

1. 損傷・修復性・機能性評価で必要とされる項目およびそれらの項目の関係性を纏めた。具体的に、
データベースを構築する際の根拠となるデータ集を「ワークシート」、それらワークシートを取り纏
めたものがデータベースである。 

2. 各部位（構造部材、非構造部材、設備機器、什器）を対象として、各評価（損傷・修復性・機能性
評価）用 DBのフォーマット（評価項目）を示した。またそれらに既往の研究やアンケート等に基づ
き、特に 3編で必要とされる建築物の部位を優先してデータの収集を行った。ただし、各DBの値は
現時点での収集したデータの結果から得られる値であり、今後実施される研究等によって高精度のデ
ータに更新されることが期待される。 

3. ここで構築した損傷評価DBフォーマットに基づき、実大実験を計画・実施し、主に構造部材、非
構造部材、設備機器（配管類を含む）の損傷評価に必要なデータの収集を行い、データ収集の過程を
明らかにした。 

4. 修復性評価DBを用いた修復費用・時間の算定の基本方針を纏めた。本DBを用いて算定される値
は、多様な状況が予想される地震後の実際の修復費用・修復時間の積算に直接適用することはできな
いことに注意が必要である。 

5. 地震後における建築物のシナリオ構築までの評価過程を図 1.3で例示した。このように本 DBから
得られる各部位のデータを統合して、建築物の地震後のシナリオの表示に役立てることが重要である。 

 

また、今後の課題として、本評価手法が広く利用されるために、各部位のデータ（特にワークシート）
を広範に収集する仕組み（データの維持体制を含む）が必要である。 
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第3編 機能性を考慮した構造性能評価システムを用いた評価事例 
 

1. はじめに 

第1編に示した通り、機能性を考慮した構造性能評価システムフローの構築とそのフローを用いた
評価をサブテーマ1において実施した。 

平成19年度には、実施設計された建築物（事務所、共用住宅、病院）の実施図面に基づき「機能回
復性」評価の一連のプロセス（損傷状態の把握－修復方法の特定－修復コスト・修復期間の推定）を
実施し、そこで明らかにされる具体的な問題点の抽出を行った。この検討の中では、損傷状態や修復
費用、修復期間が算出できるように損傷や修復に関する表を作成した。この表を用いると簡略的に損
傷状態や修復費用が定まる一方で、この表は構造設計者の経験に基づく値を用いており、はっきりと
した根拠を示せないものも含まれる。 

平成20年度には、「積算手法に基づく評価」を実施した。各層の部材毎に、損傷状態と損傷量を推
定し、修復方法を決め、積算に関する文献（日本建築積算協会「建築改修工事の積算」）に基づき、各
修復作業の費用を算出した。積算の手法に基づいているので、実際の修復費用に近いものが示されて
いると考えられ、また、部材ひとつひとつについて積み上げで算出しているので、より現実的な値を
与えていると考えられる。しかし、部材ひとつひとつについて、損傷状態と損傷量を推定し、修復方
法を決めているので、作業量が膨大になる。この方法は、構造設計の一環として実施するには、やや
複雑な面がある。 

平成21年度には、実験等から得られたデータベースに基づき、比較的簡易な方法で修復費用・修復
期間の試評価を行った。具体的には、建築研究所が構築したデータベース（第2編参照）に基づき、費
用係数�（第2編参照）を用いた評価を行った。 

ここでは平成 21年度に実施した評価事例について示す。 

 
2. 対象建築物と検討方法 
「8階建て SRC造病院」「12階建て S造事務所」「13階建て RC造集合住宅」を対象に、表 2.1に示す
地震動を用いて弾塑性地震応答解析を行い、求めた応答値を用いて建築物の損傷状態を推定した。 

表 2.1 入力地震動一覧 

地震波名 最大加速
度 

(gal) 

継続時
間 
(s) 

備 考 

EL-NS-50 510.80 53.76 1940年EL CENTRO NS （BCJ標準波）50kine相当 
TA-EW-50 496.80 54.40 1952年 TAFT EW （BCJ標準波）50kine相当 
HA-EW-50 273.00 51.00 1968年HACHINOHE EW（BCJ標準波）50kine相当 
JMA-KOBE-NS 822.05 50.00 1995年 JMA KOBE NS（兵庫県南部地震）原波 
JSL2-E-NS 559.99 60.00 JSCA 波（極稀）表層 Vs=200、厚=20m 1940 年 EL 

CENTRO NS 位相 
JSL2-T-EW 616.09 60.00 JSCA波（極稀）表層Vs=200、厚=20m 1952年 TAFT EW 

位相 
JSL2-H-EW 533.60 60.00 JSCA 波（極稀）表層 Vs=200、厚=20m  1968 年
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HACHINOHE EW 位相 
JSL2-J-NS 632.05 60.00 JSCA波（極稀）表層Vs=200、厚=20m 1995年JMA KOBE 

NS 位相 
 
各建築物の損傷状態と修復費用・修復期間の推定は応答値（主に層間変形）の大きいもの（被害の
大きいもの）、中位のもの（被害が中位のもの）、小さいもの（被害が小さいもの）を 3波選定して行
なっている。 

修復費用は損傷評価DB、修復性評価DBを用いて、以下に示す方法により求めた。 

 柱・梁については、応答最大部材角から損傷評価 DBを用いて損傷状態を推定した。耐力壁、内・
外装材については応答最大層間変形角から、天井・設備機器については応答最大加速度から、それぞ
れ損傷状態を推定した。これらの各部材の損傷状態から、修復性評価 DB を用いて補修人工（人日/

ｍ2）及び費用係数を求めた。求まった補修人工に各部材の該当面積、費用係数及び労務単価（14000

円/人日）を乗じ、各部材の総補修費用を算定した。これらの合計を直接工事費とし、専用仮設工事比
率（0.5）、共通仮設工事比率（0.1）、管理費比率（0.2）を考慮して、総工事費を求めた。 

修復期間については、前記で求まった各部材の修復人工に、一日当たりの投入人工を仮定し、部位
別の工事期間を推定し、全体工事工程を勘案して総修復期間を求めた。 

 
3．8階建てSRC造病院 

3.1 建築物概要 
対象とした建築物は、新潟県内に現存する病院（SRC造病院と記す）である。本病院は、建設年代、

構造種別の異なる 5棟（東棟、西棟、本館、検査棟、医局棟）で構成されており、それぞれエキスパ
ンション・ジョイントで連結しているが、構造的には各棟が独立している。今回はこの中から西棟を
選択して検討を行った。以下に建築概要（表 3.1）を示す。基本的には、地下階が機械室、1～2 階が
診療部門、3階が手術室、4階以上が病室という構成である。 

 

表 3.1 建築概要 
建築物名称 SRC造病院 西棟 

建設地 新潟県内 

竣工年月 昭和 55年（1980年）9月 

規模 地下 2階 地上 8階 塔屋 1階 

延べ面積 7,974㎡ 

構造種別 SRC造（B2～3階） RC造（4～P1階）

基礎構造 直接基礎 

                     

3.2 地震応答解析結果概要 

以下の 3波を選定した。表 3.2に各最大応答値を示す。 
・ JMA-KOBE-NS：1995年兵庫県南部地震 JMA KOBE NS原波（応答最大） 

・ JSL2-T-EW： JSCA波 告示波 L2相当 TAFT EW位相（応答中位） 

・ HA-EW-50： 1968年HACHINOHE EW 50cm/s相当（応答最小） 
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表 3.2 最大応答値一覧 

 
3.3 層間変形角に基づく部材角の推定 

 損傷評価データでは、構造部材（柱、大梁、耐力壁）の損傷状態を既往の実験データより推定し、
最大部材角との関係で評価している。一方、振動解析は等価せん断型質点系モデルであるため、直接
部材角を計算することができない。そこで、本項では、立体増分解析（使用プログラム：RESP-F3）
により、最大層間変形角が応答結果と概ね一致する増分ステップの節点変位および節点回転角を用い
て代表的な部材の部材角を計算し、損傷を評価する。 

 
3.4 建築物の損傷状態評価と修復費用・修復期間の評価 
損傷評価の対象は、建築構造部材、建築非構造部材、主要設備機器および配管とする。 

損傷評価 DBと修復性評価 DBを一つにまとめると、表 3.3に示すような損傷－修復性評価データが
得られる。これを使って修復費用・期間などは表 3.4のように算定できる。 

表 3.3 損傷－修復性評価データの例（耐力壁）
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表 3.4  修復費用・期間の算定の例（JMA-KOBE-NS、耐力壁） 

 
3.4.1 建築構造部材、建築非構造部材の修復費用 
 修復性を検討する部位の仕様および数量算出条件を表 3.5に示す。 

表 3.5 対象部位 

各地震時の費用、人工を比較する。修復費用の合計（表 3.6）は、JMA-KOBE-NSが約 1億 2000
万円、JSL2-T-EWが約6200万円、HA-EW-50が約3000万円となり、地震動の大中小に伴い、1/2
ずつ減少している。労務単価を部材にかかわらず 14,000円としているため、人工も同様な傾向
である。 
部材別修復費用（図 3.1）も地震動が小さいほど小さくなる傾向があり、HA-EW-50では、外壁を含
む躯体の補修は非常に少ない。 

表 3.6 修復費用、人工の集計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区分 部材 仕 様 数量算出条件
 
構造 
部材 

柱 SRC造（1～3階） 
RC造（4～7階） 

X方向、Y方向ごとの独立柱の本数で、構造図による。 

大梁 SRC造（1～4階） 
RC造（5～R階） 

上下とも耐力壁の取り付かない大梁の本数で、構造図による。 

耐力壁 RC造 開口無 両側の柱、上下の大梁を壁の一部と見なし、構造図による。 
 
 
 

非構造 
部材 

外壁 RC造、スリット無 
吹き付けタイル仕上げ 

外周横連窓部で、壁高さは階高の 1/2とする。 

窓 引き違い窓（外壁部） 外壁横連窓部で、1スパンあたり 3枚とする。 
扉 スチール枠片開き 内部 1スパンあたり 2枚と仮定する。

間仕切り壁 LGS下地石膏ボード貼り 壁重量を見付面積あたり 50kg/m2とし、X方向、Y方向それぞれに
積載荷重換算で 10kg/m2あると仮定する。 

天井 在来天井 1室 30㎡程度 天井面積は、当該階床面積の 80%と仮定する。 
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図 3.1 部材別修復費用 

3.4.2 建築設備の修復費用 
建築設備の修復費用・人工は、設備機器、配管類、昇降機の 3つに分けて算出する。修復費用の合
計（表 2.7）は、JMA-KOBEが約 2億 5000万円、JSL2-T-EWが約 7100万円、HA-EW-50が約 930万
円となり、地震動の大中小に伴い減少している。労務単価を部位にかかわらず 14,000円としているた
め、人工も同様な傾向である。 

表 3.7 修復費用、人工の集計 
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図 3.2 修復費用、人工の集計 

 
3.4.3 修復費用・期間のまとめ 

 本章で計算した修復費用、人工をまとめる。表 3.8 は、地震ごとの各工事費、人工を示している。
修復費用には新築工事費（約 21億 1400万円、専用仮設、共通仮設、管理費込み）との比も示した。
新築工事費は、建設時からの物価上昇率 30%（建設工業経営研究所の資料などによる）を見込んだ金
額である。図 3.3は表 3.8をグラフ化したものである。 

表 3.8 修復費用、人工の集計 

 総復旧工事費は、JMA-KOBEが約 7億 2800万円、JSL2-T-EWが約 2億 6000万円、HA-EW-50が約
7700 万円となった。そのうちの建築工事の割合は、JMA-KOBE が約 30%、JSL2-T-EW が約 50%、
HA-EW-50が約 80%と、地震が大きくなるに連れ、設備の割合が増える傾向にある。新築工事費との
比では、最大の JMA-KOBEで 34.4%であった。修復人工は、どの地震も建築工事のほうが多く、工事
期間は建築工事期間で決まると考えられる。仮に、建築 6工種（躯体、外壁、窓、扉、間仕切り、天
井）各 4人、1日あたり 6×4＝24人とすると、工事期間は、JMA-KOBEが約 6ヶ月、JSL2-T-EWが約
3ヶ月、HA-EW-50が約 1.5ヶ月となる。 
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図 3.3 修復費用、人工の集計 
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4．12階建て S造事務所 
4.1 建築物概要 

本建築物は、地上 12 階建ての鉄骨造によるセンターコア形式の事務所ビルである。基準階の平面
形状は整形であるが、11階と 12階がセットバックしている。規模などを表 4.1に構造概要を表 4.2に
示す。また、図 4.1に平面図、立面図を示す。 

表 4.1 建築物概要 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.2 構造概要 

        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図 4.1 平面図、立面図 

建築物名称 S-12オフィスビル 
所在地 東京 23区内 
用途 事務所 
構造種別 鉄骨造 
建築面積 832 m2 
延床面積 9360 m2 
階数 地上 12階、塔屋 1階 
高さ 軒高 48.7m、最高高さ 54.3m
標準階高 4.0m 

 構造種別  鉄骨造
 架構形式  X方向：ブレース付きラーメン構造

 Y方向：純ラーメン構造 
 柱、はり、ブレース  柱：冷間成形角形鋼管 

 大ばり：ロール成形H形鋼  
 ブレース：ロール成形H形鋼(座屈拘束型ブレース) 

 柱・はり接合部  仕口：はり通し方式
 柱継手：現場溶接 
 はり継手：高力ボルト摩擦接合 F10T 

 床形式  デッキプレート捨て型枠鉄筋コンクリートスラブ
 非耐力壁  外壁：ALCパネル、サッシュ

 内壁：軽鉄下地ボード張り、ALC 
 天井 在来天井
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4.2 地震応答解析結果概要 
図 4.2に示す地震応答解析結果より最大応答、中間的な応答、最小の応答を示す波を下記のように
決める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 地震応答解析結果 

1) 応答層間変形角  

 最大応答層間変形角を示す波      X,Y共に JMAKOBE-NS 

 中間的な応答層間変形角を示す波    X HACHINOHEEW Y  TAFT EW 

 最小応答層間変形角を示す波      X,Y共に ECTL NS 

 2) 応答加速度 

 最大応答層間変形角を示す波      X,Y共に JMAKOBE-NS 

 中間的な応答層間変形角を示す波    X,Y共に JSNHEW 

 最小応答層間変形角を示す波      X,Y共に HAEW50 
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4.3 層間変形角に基づく部材角の推定  
 本建築物は、鉄骨造で増分解析結果により、梁崩壊先行の架構であることが確認されている。ここ
では、応答解析結果の最大層間変形レベルでは、梁端部の損傷は生じないものとして、架構部材の損
傷評価は行わないものとする。よって、層間変形角からの部材角の推定は行わない。 
 
4.4 建築物の損傷状態評価と修復費用・修復期間の評価  

4.4.1 各部位の損傷評価基準と修復費用・修復期間の算定基準  
1) 架構、内外装材  

 損傷評価に対しては、損傷評価データベースによる。修復工事費の算定に対しては、修復性評価デ
ータベースにまとめられた各損傷レベルに対応した費用係数と人工によることとする。作業員単価は、
1.4万円/人日とする。 
 ただし、鉄骨造に対するデータベースが少ないので、下記の仮定をすることとする。  
a)架構 
 応答解析結果の最大層間変形レベルでは、梁端部の損傷は生じないものとして、架構部材の損傷評
価は行わないものとする。また、架構の損傷調査のための費用は、今回の修復費には含まないものと
する。 
 b)外装 ALC縦張壁 

変形追従性のディテール採用として、地震時の損傷はないものとする。（今回のデータベースには、
このデータが含まれていない。）  
 c)横連窓のサッシュ 

  RC壁に取りつくサッシュのデータベースを用いる。 
 d)外装腰壁 ALC 
変形追従性のディテール採用として、地震時の損傷はないものとする。（今回のデータベースには、
このデータが含まれていない。） 
e)内装壁（軽鉄下地） 
 石膏ボード、軽量鉄骨下地、開口有りのデータベースを用いる。 
f)内装壁（ALC縦張壁） 

変形追従性のディテール採用として、地震時の損傷はないものとする。（今回のデータベースには、
このデータが含まれていない。）  
g)扉 

 外装 ALC取付きスチール扉のデータを用いる。内装の扉も同様とする。 
 修復期間については、修復性データベースの人工の総和による。それぞれの損傷率は考慮 
されているものとする。 
2) 什器、備品などの損傷状態評価  
事務所ビルであるので、家具としては、 本棚（ h=150、b=50）と同等のものを想定する。 

 床は、普通の床（毛足の短い絨毯）として、摩擦係数 、 として、図 4.3の算定式
により、転倒の可能性と滑りの可能性について算定する。 
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図 4.3 家具の転倒・滑り評価 
3) 設備機器類 

設備機器の損傷基準と修復費の算定は、設備機器類の修復費用時間の算定方法のワークシートによ
ることとする。建築物機器類やその箇所の想定は、同規模の実建築物から想定した。 
4) 全体修復工事費の算定基準 

 各部位の修復工事費は、「工事細目別見積単価票」の単価に基づいて算定する。 
見積内訳シートより、求めた数値を基本として以下の計算に基づいて総工事費を算定することとする。 

表 4.3 総工事費算定の仮定 

 
 
 
 
 
4.4.2 工期の算定方針 

 修復性評価データベースより、各部位の必要修復人日数を算定して、投入人数を仮定することで、
各部位の修復日数を算定する。仮設工時、各部位の修復工事の同時性を考慮して、総合的な工期を算
定することとする。 

  項目 計算式 コメント
 直接工事費 =Σ修復工事費 
専用仮設工事費 =直接工事費×仮設比率 専用仮設工事、仮設比率は一律 0.5とした 
工事費計 =直接工事費＋専用仮設工事費
共通仮設 =工事費計×0.1
管理費 =工事費計×0.2
総工事費 工事費計＋共通仮設費＋管理費
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4.4.3 修復費用・期間の算定結果 
1) 修復工事費について 

新築の建築物の工事費については、80万円/坪として算定して修復工事費のその比率も算定した。（建
築物の坪数 9360m2 2836坪、新築工事費 226880万円） 

               
 
 
 
 
 
   建築工事費の部位別の工事費を以下にまとめた。 
 
 
 
 
 
 
 
2) 修復期間について 
   準備工事、検査期間も含めた修復期間を下記に示す。 
   
 
 
3) 総合評価 

工事費、工期共に被害レベルにより、それぞれ増大している。ただし、今回は、最大応答の波と中
位応答の波の応答変形の差が顕著ではなく、結果として修復工事費も大きな差がでていない。  

新築工事費に対する修復工事費は、最大応答の波で、53.3%に対して、中位波で、41.7%最小波で 9.1%

と一ケタ台となった。設備機器の修復費用は、最小応答波を除いて、建築の修復費用の 2倍近くある
いはそれ以上となった。 

建築工事費の部位別工事費を見ると、どのレベルでも外壁の被害に対する修復工事費が 70%以上を
占める結果となった。これは、対象建築物の基準階面積がそれほど大きくなく外壁率も大きいことも
上げられると思われる。  

什器、備品などの損傷状態については、事務所に置かれる本棚（高さ 1500、幅 500）に対して、転
倒、滑りの可能性の検討を、被害が一番大きい地震波と一番小さな地震波について行った。その結果、
被害が一番大きな地震波では、1階、最上階で床加速度が 800ガル近くになり、どちらの方向におい
ても、1、2階、上層階で転倒の可能性が高い結果となった。滑りの可能性は全階が高いという結果と
なった。被害の一番小さな地震波では、床加速度は 300ガル程度となった。両方向ともほぼ全層で、
転倒の可能性が低いという結果となった。事務所のその他の備品においても被害の大きな地震波程度
の揺れでは、室内の損傷は大きなものになると思われる。 

 

被害の大きさ 修復工事期間(日） 期間決定工事種
最大波 292 外部工事
中位波 213 設備工事
最小波 172 外部工事

万円

費用（万円) 比率（%) 費用（万円) 比率（%) 費用（万円) 比率（%)
�体 - - - - - -

外壁ALC縦梁 - - - - - -
外壁サッシュ 18365 85 9780 76 7484 73
内壁ALC - - - - - -
内壁ﾎﾞｰﾄﾞ 1142 5 1137 9 1091 11
天井 1874 9 1874 14 1537 15
扉 195 1 147 1 90 1
合計 21575 100 12937 100 10201 100

最大波 中位波 最小波

被害の大きさ 新築工事費に対する比率（％）
建築工事 42072 18.5
設備工事 78876 34.8
総工事費 120948 53.3
建築工事 25228 11.1
設備工事 69305 30.5
総工事費 94533 41.7
建築工事 19893 8.8
設備工事 745 0.3
総工事費 20638 9.1

修復工事費（万円）

最大波

中位波

最小波

- 3-12 -



 3-13 

5．13階建てRC造集合住宅 
5.1 建築物概要 

 対象とした建築物は、東京都内の集合住宅である。建築物概要を以下に示す。 

規模：地上 13階 

面積：建築面積 380m2、延べ面積 4100m2 

高さ：軒高 37.7m 建築物の高さ 38.3m 最高部高さ 38.3m 基礎底深さG.L.-3.1m 

   基準階階高 2.85m 

構造種別：鉄筋コンクリート造（桁方向 ラーメン構造、張間方向 連層耐震壁構造） 

構造計画：両方向ともに保有水平耐力計算にて耐震性能を評価 

 
5.2 地震応答解析結果概要 

2章で示した入力地震波 8波について振動解析を行う。振動解析モデルは構造計算書に示される保
有水平耐力計算の荷重�変形関係に基づき設定した。 

振動解析モデル 

・ 13質点系の等価せん断モデル。 

・ 初期剛性は、構造計算書に示される剛性率の計算（雑壁を除く）における層間変形角と、構造
計算書に示される Co=0.2の地震時外力より設定。 

・ 復元力特性は構造計算書の保有水平耐力の検討に示されている復元力特性をトリリニアに置換。 
・ 履歴特性：武田モデルDegrading Tri-Liner型。 
 ・ 粘性減衰は１次の固有振動数に対して 3％の瞬間剛性比例型。 

また表 5.1に応答結果の一覧を方向別に示す。 
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表 5.1 応答結果一覧 

X方向 

  
応答変位
(cm) 

応答加速度
(cm/sec2) 

応答速度
(cm/sec) 

応答せん断力
(kN) 

応答層間変形角
(rad) 

EL-NS-50 22.12 760 116 21,425 1/56 
TA-EW-50 18.60 824 105 21,706 1/81 
HA-EW-50 26.83 621 139 22,062 1/72 
JMA-KOBE-NS 39.63 897 180 22,384 1/40 
JSL2-E-NS 33.77 797 156 22,182 1/32 
JSL2-T-EW 35.74 782 196 22,122 1/37 
JSL2-H-EW 29.49 784 149 22,099 1/54 
JSL2-J-NS 46.68 807 188 22,320 1/29 
最大値 46.68 897 196 22,384 1/29 

Y方向 

  
応答変位
(cm) 

応答加速度
(cm/sec2) 

応答速度
(cm/sec) 

応答せん断力
(kN) 

応答層間変形角
(rad) 

EL-NS-50 13.62 818 100 30,445 1/141 
TA-EW-50 6.42 873 79 25,730 1/345 
HA-EW-50 6.95 684 65 28,152 1/399 
JMA-KOBE-NS 26.39 842 173 31,020 1/37 
JSL2-E-NS 17.25 873 127 30,641 1/72 
JSL2-T-EW 22.00 749 117 31,001 1/38 
JSL2-H-EW 15.69 872 137 30,411 1/115 
JSL2-J-NS 17.88 813 101 30,647 1/71 
最大値 26.39 873 173 31,020 1/37 

 
5.3 層間変形角に基づく部材角の推定 

損傷評価 DBによる評価方法では、構造体の柱と大梁に関して地震時の最大部材角ごとの損傷状態
を規定し、部材面積に補修人工（人日/ｍ2）および費用係数 � を乗じて、補修費用を算出する。しか
しながら、今回対象としている 13階建て RC造集合住宅は、一般的な保有水平耐力計算に基づく設計
となっており、荷重増分解析は行われているものの、各部材個別の最大部材角は算定できていない。
そこで、地震応答解析結果による最大層間変形角より柱・大梁の部材角を推定し、費用算出に用いる
こととした。 

 具体的な部材角算定方法は以下による。 

5.3.1 材料の定数 

 ヤング係数(N/mm2) 3
1

24 )
60

()
24

(1035.3 FcE ×××= γ  

     γ=23として、 3
1

4 )
60

(1008.3 FcE ××=  
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     せん断弾性係数 
4.2
EG =  

5.3.2 計算方法 

・ 層間変位（δ）は、柱、梁の変形により生じる層間変位の和とする。（接合部は剛域としてそ
の変形は考慮しない） 

gc δδδ +=  

・ 梁の塑性率と層の塑性率を同じと仮定して梁の変形による層間変位を求め、全体の層間変位
からの差分を柱の変形による層間変位とする。 

・ これらから、柱、梁部材の部材角を計算する。 
5.3.3 梁の部材角 

 梁の回転角  yg θηθ ×=   =η 層の塑性率と同じ＝1.0 

 
y

y
y aEI

aM
α

θ 11
3

2

××�
�
�

�
�
�
�

� ×
=   

2
la =   =l 梁の可撓長さ 

 2)()043.064.1043.0(
D
d

D
anpty ×++=α  

 15=n （ヤング係数比），引張鉄筋比 tp ，シアスパン比 a/D，有効せい d，梁せいD 

    梁の部材角  ggR θ=  

    梁による層間変位 gg L
Hl θδ ××=   =H 階高  =L 梁のスパン長さ 

5.3.4 柱の部材角 

    柱による層間変位 gc δδδ −=  

    柱の部材角  
H

R c
c

δ
=    
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5.3.5 地震時の柱・梁部材角一覧（Ｘ方向） 
前述の方法により算定した梁および柱の部材角を以下に示す。 

表 5.2 部材角の算定結果一覧 

（1）JSL2-E-NS波 
階 階高 大梁の塑性率 梁の部材角 柱の部材角 
  H(mm) DF θy Rg(=θg) δc(mm) Rc 
13 2900 0.61 0.0036 0.0022 3.8 0.0013 
12 2850 1.23 0.0042 0.0052 6.2 0.0022 
11 2850 2.55 0.0044 0.0111 15.1 0.0053 
10 2850 5.21 0.0045 0.0232 35.8 0.0126 
9 2850 4.60 0.0047 0.0215 34.5 0.0121 
8 2850 1.84 0.0049 0.0090 15.1 0.0053 
7 2850 1.26 0.0050 0.0063 9.7 0.0034 
6 2850 1.45 0.0048 0.0070 11.2 0.0039 
5 2850 1.15 0.0048 0.0056 8.5 0.0030 
4 2850 1.07 0.0049 0.0052 8.1 0.0029 
3 2850 1.48 0.0049 0.0072 11.2 0.0039 
2 2850 1.09 0.0047 0.0051 8.7 0.0030 
1 4325 1.06 0.0043 0.0046 3.5 0.0008 

（2）HA-EW-50波 
階 階高 大梁の塑性率 梁の部材角 柱の部材角 
  H(mm) DF θy Rg(=θg) δc(mm) Rc 
13 2900 0.39 0.0036 0.0014 2.4 0.0008 
12 2850 0.78 0.0042 0.0033 3.9 0.0014 
11 2850 0.92 0.0044 0.0040 5.4 0.0019 
10 2850 1.13 0.0045 0.0050 7.7 0.0027 
9 2850 1.58 0.0047 0.0074 11.8 0.0041 
8 2850 1.39 0.0049 0.0068 11.4 0.0040 
7 2850 2.12 0.0050 0.0105 16.2 0.0057 
6 2850 1.78 0.0048 0.0086 13.8 0.0048 
5 2850 1.64 0.0048 0.0079 12.0 0.0042 
4 2850 1.60 0.0049 0.0078 12.1 0.0043 
3 2850 1.77 0.0049 0.0087 13.4 0.0047 
2 2850 1.09 0.0047 0.0052 8.7 0.0031 
1 4325 0.73 0.0043 0.0031 2.4 0.0006 
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5.4 建築物の損傷状態評価と修復費用・修復期間の評価 
5.4.1 建築物の損傷状態評価 
1）評価方針概要 

前記の地震応答解析結果に基づき、地震波別の損傷状態評価と修復費用・修復期間の算定を行う。
この際、最も損傷の大きい JMA-KOBE については建築物が崩壊状態と考えられるので、詳細な被害
事例の検討は行わず、損傷状態が大破および中破と想定される 2波（JSL2-E-NS波、HA-EW-50波）
の応答結果を用いて評価する。 

2）建築物の損傷状態と補修人工、費用係数 

建築物の損傷状態は、今回の建築物の該当する（または最も近い）DBに基づき算定する。 

   RC柱（構造部材Ｃ３）  

RC梁（構造部材Ｂ３）  

RC耐震壁（曲げ破壊、開口無、打ち放し） 

外装材壁（RC壁 部分スリット 開口有 タイル モルタル） 

窓（RC壁 完全スリット 引き違い窓） 

扉（RC壁 片開き スチール枠） 

間仕切壁（石膏ボード壁 LGS下地 開口なし） 

天井（30ｍ2 つり天井 在来工法） 

   給水設備（受水槽） 

   給水設備（ポンプ廻り） 

   給水設備（立て配管：2フロア辺り） 

  排水設備（立て配管：2フロア辺り） 

  給水設備（横引き配管：5～6ｍ辺り） 

  電気設備（受変電キュービクル） 

  電気設備（盤類廻り） 

  電気設備（動力幹線 立て引き 横引き） 

  電気設備（避雷針設備） 

  電気設備（ロープ式エレベーター） 

間仕切壁（石膏ボード壁 ＬＧＳ下地 開口なし）の例を表 5.3に示す。 

表 5.3 間仕切壁（石膏ボード壁 ＬＧＳ下地 開口なし） 
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5.4.2 修復費用の算定 
修復費用は JSL2-E-NS 波（大破）での間仕切壁（石膏ボード壁 ＬＧＳ下地 開口なし）の場合、
表 5.3を使って表 5.4のように算定される。 

表 5.4 修復費用の算定 

階 階高   非構造部材（間仕切り壁：12m2あたり） 
 H Rmax×1000 面積(枚)     費用係数 労務単価 修復コスト 
 (mm)   12m2換算 人・日/個 人・日 α 円 円 
13 2900 3.0 6.0 0.14 0.84 1.95 14,000 22,932 
12 2850 6.3 6.0 0.14 0.84 1.95 14,000 22,932 
11 2850 14.0 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
10 2850 30.9 6.0 0.29 1.74 1.94 14,000 47,258 
9 2850 29.1 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
8 2850 12.4 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
7 2850 8.3 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
6 2850 9.5 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
5 2850 7.4 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
4 2850 7.0 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
3 2850 9.6 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
2 2850 7.1 6.0 0.19 1.14 1.83 14,000 29,207 
1 4325 4.4 4.8 0.14 0.68 1.95 14,000 18,473 

       合計 374,457 
 

修復に関わる直接工事費の一覧を以下に示す。 

表 5.5 修復に関わる直接工事算定結果一覧 

  JSL2-E-NS波（大破） HA-EW-50波（中破） 
柱 261,853,233 114,761,497 
大梁 22,046,590 15,284,771 
耐震壁 17,921,354 3,904,858 
構造部材合計 301,821,177 133,951,127 
外壁 10,367,507 10,741,055 
窓 10,346,039 10,796,251 
扉 2,609,799 2,750,538 
間仕切り 1,660,878 1,234,643 
天井 244,485 235,127 
設備・電気 37,088,730 21,447,510 
総合計 364,138,615 181,156,251 

- 3-18 -



 3-19 

5.4.3 修復期間の評価 
1）工事工程に関する仮定条件 

  工事工程に関しては、以下の方法にて算出する。 

・ 居ながら補修は行わない 
・ 各工事に投入される人工は、それぞれの工事について4チームと仮定する 

2）補修工期の推定 
 上記の仮定条件に基づき、補修工期を算定すると以下となる。総人工はDBからの算出による。 

表 5.6 各部位毎の修復期間の算定結果一覧 

JSL2-E-NS波(大破）     
補修項目 躯体ひび割れ 窓・扉 間仕切壁 天井 設備・電気 
総人工 9581 456 61 11 825 

１日辺り面積 28 20 40 40 20 
班 4 4 4 4 4 
日数 86 6 0 0 10 
HA-EW-50波（中破）     

補修項目 躯体ひび割れ 窓・扉 間仕切壁 天井 設備・電気 
総人工 4728 472 42 10 517 

１日辺り面積 28 20 40 40 20 
班 4  4 4  4 4 
日数 42  6 0  0 6 

したがって、いずれの場合も躯体のひび割れ補修に最も期間を要し、大破時においては 86日（約 3

ヶ月）、中破においては 42日（約 1.5ヶ月）と想定される。 

 窓や扉の損傷状態はランク 1（シーリング損傷）であるため、躯体のひび割れ補修と同時に工事が
可能とした。 

 

5.5 インフラ停止と建築物機能への影響評価について 

1）損傷状態から考えられる機能影響 
 本建築物は集合住宅であるため当然ながら地震後の機能維持は重要であり、また、実際には居なが
ら補修は不可能に近く、かつ、長期間に渡る修復工事は居住者に与える精神的な負担も大きいものと
考えられる。今回のＤＢによる試算では、震度 7クラスの大破による修復期間は約 3ヶ月、震度 6ク
ラスの中破による修復期間は 1.5ヶ月と判断されているが、これは地震被害度を考慮すると概ね妥当
な期間であると考えられる。 

2）インフラ停止による機能影響（機能損失） 
 １章に供給系ライフライン停止および復旧所要時間の推定が示されているが、復旧確率を 0.5と考
えた場合、地震直後に想定されるインフラ（電気、ガス、水道など）の停止による機能損失は以下と
考えられる。 
① 電気および水道 
 電気および水道に関しては、住居の観点から、完全に復旧しない限り機能回復は不可能であると考
えられるが、電気の復旧期間に関しては震度 7クラスで 4日程度、震度 6クラスで 1日程度である。
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また、水道の復旧期間に関しては震度 7クラスで 40日程度、震度 6クラスで 10日程度であり、いず
れの場合も建築物本体の修復期間に比べ短期間で復旧することから、機能損失としての影響は少ない
ものと考えられる。 
② ガスおよび電話回線 
 ガスに関しては、主に食事や風呂などの熱源として使用されるが、電気や水道に比べて重要度は低
いものと考えられる。また、復旧期間は震度 7クラスで 70日程度、震度 6クラスで 40日程度であり、
いずれの場合も建築物本体の修復期間に比べ短期間で復旧することから、機能損失としての影響は少
ないものと考えられる。 
また、電話などの通信回線に関しては、携帯電話の普及（伝言ダイヤルなど）により、比較的重要
度は低いものと考えられる。 

3）インフラ復旧と修復工事に関する総合所見 
 大規模災害を考えた場合、インフラの復旧は電気、通信設備、水道、ガスの順で行われるが、今回
の算定では、いずれのインフラ復旧も建築物の機能維持回復に要する復旧期間よりも短いことから、
建築物機能の回復に関して阻害要因とはならないものと判断できる。 
 
6. まとめと今後の課題 

1）修復費用・修復期間 
 ここで示した手法（第 2編で構築された DBを利用した手法）による場合は、既往実験の残留ひび
割れ量そのものをデータベースの値から算定を行った。平成 20年度および今年度共に、全修復費用に
対する躯体のひび割れ補修費の占める割合が 80％～90％と高く、地震後に補修対象となる残留ひび割
れの量の評価により、全体修復費が大きく左右されることを示している。 

2）損傷状態の総合評価 

 地震被害（大破）および（中破）の 2波の地震応答解析により得られた躯体および内装関連、設備
関連の被害度を推測し、修復費用・修復期間の算定を行った。 

 いずれの場合も、検討対象建築物に準用できる DBを利用した結果、概ね妥当な費用と期間が得ら
れていることから、今後もこのような DBの活用による判断が有効な予測手段として機能することが
期待できる。 

ただし、今回も住宅の住人が個別に持ち込んだ什器などは考慮しておらず、実際の被害とは若干異
なることを留意すべきである。また、DB が全ての部位に完全に適合する状況ではないため、今後、
DBの充実によりこれまで以上に高い精度で BCPに関する修復費用・修復期間が算出できるものと考
えられる。 
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第4編 機能継続性を考慮した構造性能評価システムを用いた 
構造性能表示手法に関する検討 

 
1. はじめに 

1.1 研究の目的 

災害後に機能維持／早期回復される優れた建築物が世の中に広まっていくためには、「機能継続
性・回復性」の重要性ならびにその評価の具体内容が、専門家や一般市民に広く十分に理解される必
要がある。 
そこで第1編で示したように、ここでは新たな構造性能評価システムで用いる構造性能表示手法の
検討を行った。具体的には、地震による建築物の機能性への影響に関する検討を表に整理するととも
に、それらを一般市民に理解される説明方法／表現方法の検討を行った。方法としては、被災シナリ
オをストーリー性のある文章にする方法や、図や写真・ポンチ絵などを多く入れた冊子とする方法、
インターネット上でインタラクティブに操作できるWeb 教材にする方法など、様々な試みを行った。 

 
1.2 対象建築物 
サブテーマ3では、「集合住宅」、「病院」、「事務所」の3つの異なる用途の建築物について、サ
ブテーマ1にて実施された地震応答解析結果と物理的被害を参考に、地震時の建築物の物理的被害が
建築物の機能性に及ぼす影響を分かりやすく説明する方法を検討した。 
集合住宅では、建築物の機能として生活の維持が重要であることから、地震直後の居室の状況や避
難の様子、生活困窮などについて、Web 上でマウスを操作しながら部屋の被害状況を見ることがで
きる教材を作成した。部屋ごとに、被災状況をポンチ絵で示し、同時に写真や文章などの関連資料に
アクセスできるような仕組みを構築した。 
病院では、建築物の機能として医療活動が重要であることから、被災状況とそれが医療活動に与え
る影響について、ポンチ絵や説明文章・実際の被害写真などを盛り込んだ冊子を作成した。 
事務所では、「学会事務局」「会議室」「ホール」「貸事務所」「店舗」「エレベータ」「トイレ」
など、様々なシチュエーションで起こると考えられる被災状況と、それが人・物・情報・機能に与え
る影響をシナリオ形式にまとめた。 
いずれの説明方法も、サブテーマ1および2の検討結果を踏まえ、建築物の物理的被害とその機能性
への影響が分かるように工夫したものであり、他に類を見ないものになっている。 
 
2. 集合住宅 
2.1 はじめに 
住宅の機能を早期回復させるためには、発生した地震の条件をふまえて被災直後にどのような被害
が生じ、生活困窮がどのような状態に陥るのか、またそれが時間とともにどう復旧されていくのかと
いう「復旧シナリオ」の想定が必要である。 
 シナリオのストーリーは時系列で検討し、建築主が比較的自分と同化して考えられる内容にした。
また被害を大きくして恐怖心だけを大きくすることのないよう、シナリオに使用した条件は比較的被
害の少ないものとし、ページの中で「・・のような条件の場合は、このような被害になることもある」
といった情報を盛り込むこととした。 
なお、分かりやすさをある程度強調するために基本的にはイラストで被害を表現し、大きな躯体の
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被害などは色を付けて強調するようにした。さらにこれまでの被害例や実験結果における写真類を添
付し、情報の正確性を高めるように工夫した。 
 
2.2 地震時に確保すべき機能 
 地震時に確保すべき住宅の機能を、実際の被害地震を例に考えることにし、兵庫県南部地震を取り
上げた。 
兵庫県南部地震では、これまで当り前に安全であった住居が、想像を絶するほどの大きなダメージ
を受け、日常生活に支障をきたした。被災者がおかれた状況について、発災後約 6カ月間の被災者の
生活空間と生活の状況および要求、行政と社会の動向に着目した社会的対処について把握し、その結
果は表 2.1、2.2のようにまとめられた。これらは、1995年 1月 20日～1996年 7月 6日の間に行った
8 回の現地調査と、公表された各種の資料に基づいて、被災者が語ったコメントを中心に、被災者の
生活空間と生活の状況および要求、それらをふまえた行政と社会の動向に着目した社会的対処に関す
る内容の抽出によっている。 
 
2.2.1 生活状況と生活に対する要求 

  表 2.1、表 2.2 に示すように、時間経過で生活状況と生活要求を対応して考察すると、それらの内
容的な差は余りなく、特に混乱期や混乱収束期の初期段階ではほとんど同じ内容である。一方、生活
状況・生活要求と現実の対応が最後までうまくリンクできなかったのは住居関係の内容についてであ
り、復興中期以降もその要求は続き、住民にとって重要な問題の一つである。本震災では、生活を営
む住居が壊れ、住む処に不自由したが、その代替えとなる避難所も不足し、避難所に入れなかった被
災者が多く発生した。混乱期にはピーク時で避難民 31万人、避難所約 1000ヶ所といわれ、これゆえ
避難所の質の確保が難しく、かなりの人数の住民が劣悪な空間で過ごすことになった。 
 
 混乱期（１月 17日～21日）では、飲み水、食料品、衣服、毛布、住居、情報、お金など生活上の
あらゆるものが不足し、要求が出される。スーパーなどでは買物客の欲しいものが毎日変化した。ま
た、住まいに対する要求も大きい。 
  被災市民の生活状況は、ライフラインは停止し、飲み水や食料は不足し、トイレの水にも困る状況
であり、風呂に入りたいという要求も出され、ライフラインの復旧が切望された。必要とする情報は
口コミで伝達しているが、障害者には生活情報が届かず、必要な情報が被災市民に公平に伝わった状
況ではなかった。また、被災市民の感情としては余震が怖くて眠れず、家族一つの部屋で服を着て寝
るような状況が続き、肉体的にも疲れが出始める。人によっては被災地を脱出する人もいる。避難場
所には公園や校庭での野宿、テント、車、公団の集会場など様々な空間が使われ、屋外ではたき火で
暖をとり寒さをしのいだ。生活空間についての被災市民の要求は、避難場所へ入れない、寒い、プラ
イバシーが欲しい、畳が欲しい、ついたてが欲しい、避難所では懐中電灯が欲しい、避難所に行きた
くない、住み慣れた家を離れたくないなどが出された。 
 
混乱収束期（１月 21日～28日）になると、食料関係は除々に足りるようになるが、混乱期同様さ
まざまなもの・精神的なものを欲する。ものに関する要求は変化するが、精神的なものは混乱期に続
いての要求となり、その改善が余りなされなかったため、状況がさらに悪くなった。特に住居関係の
要求は大きい。 
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 被災市民の生活状況は、混乱期に引き続き厳しい状況が続き、風呂に入りたい、雨が降ると辛い、
風邪がはやるという状況にあり、被災地を脱出する人もいた。また、混乱期同様に買い物客が買うも
のが毎日変化し、被災市民は下着、医者・薬、トラック、めがね、爪切り、軍手、お酒など多くの種
類のものを要求するようになる。 
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表 2.1  復旧期までの生活空間と生活に関する状況  
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表 2.2  復興初期からの生活空間と生活に関する状況 

 

 
 被災市民の生活空間の状況は、車で生活する人、屋外生活者・テント生活者が多く、またせっかく
避難所に入れても集団生活のストレスから壊れかけの自宅に逆避難する住民が出るという状況であっ
た。生活空間に対しては、避難所では懐中電灯が欲しいなど混乱期に引き続き要求が出され、寒い、
狭い、などの不満が特に多かった。 
 また、この段階では、就職先が減る、進学を取りやめる、仕事ができないなど社会的問題点も指摘
されるようになる。 
 
 救援期（ 1月 24日～1月 31日）では、住居に関する要求が引き続き出され、テント生活者も多く、
体育館などの避難所は人が多く相変わらず狭い状況にあった。被災市民からは、テントが欲しい、避
難所を出たい、住む処が欲しいなどの要求が出された。被災市民の生活状況を見ると、地震を苦にし
た自殺が発生したり、ストレスや精神障害も目立つようになり、心のケアの必要性が顕著になる。ま
た一方で、多くのサラリーマンが出勤を始める状況も出てきた。 
 
 復旧期（ 1月 31日～2月 14日）も、引き続き住居に関する要求が出され、テント生活者も多く、
避難所から自宅に帰りたい希望が多く出されている。水や食料はようやく行き渡るようになる。被災
市民の要求は住居関係や仕事に関する内容に変化していく。 
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 復興初期（2月 14日～3月 1日）では住居に関する要求が高まり、生活行為は住居の場を中心にな
されていることを再認識する。また、今回の地震では住居に対する人間の思い入れが改めて問題とな
り、仮設住宅に入居しない状況が起きた。これは、被災者が最終的に住居とそれを取り巻く条件を考
えた上で住居を取捨選択していることを示している。また、復興初期あたりからわかりやすい情報を
欲したり、義援金に関する内容や建築規制の緩和を求めるなど、災害後の具体的な対処に伴う状況が
示されたり要求が出されるようになり、災害に翻弄される時期から具体的に生きるための行動を起こ
していることがうかがえる。特に、仮設住宅など行政の情報が高齢者には理解できていない場合が多
く、高齢者に理解しやすい情報が求められた。 
  復興初期の段階より、ようやく水に関する要求が少なくなりこの段階から水まわり関係の問題は一
段落したことになる。 
 
 復興中期（3月 1日～6月末）になると、住宅に関する要望、不満にほぼ焦点が絞られる。例えば、
仮設住宅については、入居可能かどうかの問題、音やプライバシーや使い勝手などの住環境の問題、
入居期間の問題、入居資格の問題に対し要求が出された。その他、テント生活者、バラック生活者、
避難所生活者からは避難生活が限界にきていることに対する要求や、都市計画案に対する要求やマン
ション再建の問題、被災度判定に対する抗議など、住宅に対し多岐にわたる要求が出されている。一
方で、自力で住宅を建設して新しい生活を始めた人もいる。住宅以外の話題としては、心のケアが必
要であることに対し要望が出されている。また、視覚障害者は仮設住宅の情報を知らないなど、公平
に情報が伝達されなかった。 
 
2.3 地震時に想定される建物各部位の損傷と機能低下の関係 
 次に、確保すべき機能について、建物部位ごとの損傷と機能低下の関係について整理した。部材毎
に被害レベルと被害項目を分類し、それぞれの被害に対する生活維持への影響と、被害レベル（建物
被害、人的被害、生活被害、経済的損失、その他）についてまとめ、さらにこれらの被害レベルにつ
いて、被害の程度によるランク分けを実施した。これらの表を参照し、何の被害（建物、コスト、生
活困窮、等）に対して、どの程度の被害レベルが許容できないのかを建築主や使用者と話し合い、機
能維持を期待する性能について明らかにし、その結果を設計に反映していくことが望ましい。 
また、被害レベルはその生活の困窮度合を鑑みてＡ～Ｄとグレード分けを試みたが、代替品などの
対応で軽減できるものもあるため、これらについても設計時に建築主と合意を得ておく必要がある。
なお、今回の被害項目等は検討段階のものであり、ランクの分類等もイメージ的なものであるため、
今後は実状に沿って再度整理する必要がある。 
さらに生活困窮と構造設計の関係を図 2.1に示す。 
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生活困窮を軸としてみた場合の目標性能として、2 つが考えられる。1 つは人の安全を守ることで
あり、もう 1つが生活機能の損傷の制御である。人命損失や負傷を防ぎ、生活機能をどのくらい守る
かということである。このうち、生活機能の損傷についての目標性能に対応する構造設計指標は、工
学量として「変位」が適当な指標になるだろう。そのため、変位の限界状態を定めることが求められ
る。もう 1つの設計指標は、部材・空間の設計が主たるものである。これらはどれも性能設計手法の
範疇になるが、設計手法以外の復旧策として、機能代替え策の検討がある。これは、設計等には関係
なく人間の力で被害を受けた箇所を復旧していくような事例である。しかしながら構造設計では、こ
うした人的な対応に頼ることを想定するわけにはいかない。 

 また、これらを市民・社会に向けて説明していくことが必要になり、上記の専門家向けの説明を市
民に分かりやすくかみ砕いて説明することが求められる。 

 

2.4 構造性能表示事例 
2.4.1 早期回復のための普及促進のあり方 

 住宅の機能を早期回復させるためには、発生した地震の条件をふまえて被災直後にどのような被害
が生じ、生活困窮がどのような状態に陥るのか、またそれが時間とともにどう復旧されていくのかと
いう「復旧シナリオ」の想定が必要である。前項で示した通り、時系列で生活上での困難度や支障を
みた復旧上の問題点を表形式でまとめた。しかし、機能維持・早期回復を検討するためには、こうし
た専門家向けの資料を作成するだけでは不十分である。 
現在建築主は地震後の復旧についてほとんど想定していないが、その意識を変えてもらうための普

図 2.1 生活困窮と構造設計の関係 
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及活動も併せて行い、社会の理解を深化させていく活動が必要である。そのために、市民啓発資料と
設計時に使える説明資料の 2種類を用意することにした。 
また機能維持／早期回復について市民にも分かる普及促進を検討する上で、機能維持の考え方およ
び復旧シナリオを伝えるための資料作成、それとともにその普及促進方法に関しても検討を行った。 
特に、大地震発生後の状態を分かりやすく伝えること、また建築基準法には機能維持の考え方が示
されていないこと、大地震後には機能が守られない場合があることや、機能維持の重要性を伝達する
ことが必要である。その説明は、建築主だけでなく、広く社会や市民を対象にして行われることが求
められる。また発災後の人的対応もあり得るが、構造設計ではそれを期待することは許されない。し
たがって説明性の向上や普及活動が必要である。 
以下は、その普及促進対象を立場ごとに分けて列挙したものであり、それぞれの対象に応じて伝え
る内容を表 2.3に示す。 

 
表 2.3 普及促進資料の対象別目的および今回資料の位置づけ 

             普及促進の目的 
 

普及対象 

  
説明性（啓発資料） 

 
設計レベルの設定（合意形成） 

  専門家 ・建築主への説明責任の理解 

・建築主に説明するノウハウを学習 
・機能回復の内容を本質的理解 

 
  建築主（オーナー） ・機能回復の目的・内容の概要理解 

・エンドユーザーに対する説明方法と
説明責任を理解 
・一般的な地震災害に対する知識 

・機能回復の検討項目の意味を理解 

・機能回復の検討項目を選択できるレベル
まで理解 

  ユーザー（集合住宅購入者） ・一般的な地震災害に対する知識 
・耐震要素の必要性に対する知識 
・機能回復の目的や必要性の認識 
・自己責任の認識 

 
 

  社会全体（啓発） ・一般的な地震災害に対する知識 
・耐震要素の必要性に対する知識 
・自己責任の認識 

 

■建設・購入時の説明・啓発資料 
■一般・社会に向けた意識向上のための啓発資料 
■性能設計における目標設定のための資料 

 
伝える内容については、説明性（啓発資料）および設計レベルの設定（合意形成）の 2項目に分け
て表している。また大地震後の機能の状態を建築主や市民に分かりやすく伝えるための啓発・説明資
料の案としては、次のようなイメージで考えている。 
 
◇普及促進対象 
  ・専門家 

集合住宅、病院、オフィスの設計・計画を依頼され、機能回復を考慮した設計に関わる専
門家。建築主とコミュニケーションをとりながら、建築主の機能レベルの決定を補助し、
設計として実現させる人（各種設計者、他）を主対象とする。 
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  ・建築主 
     賃貸集合住宅のオーナー 

   分譲集合住宅のデベロッパー 
   自社ビルの経営者（企業） 

貸ビルのオーナー 
病院の経営者、など 
 

  ・市民（専門知識レベルは建築主と同じ位置づけだが、動機付けのないユーザー） 
     機能回復の概念や必要性については、エンドユーザーになりうる一般市民に広く 
     認知されないと、本当の意味での普及促進はできない。 

そういう意味では、一般市民への働きかけは最重要課題でもあり、取り組む必要がある。 
 

2.4.2 普及促進ツールの検討  
具体的にHTML 形式にして作成した説明ツールの画面を図2.2に示す。 
地震の被害をわかりやすく説明するようなツールは、マンガやアニメ等による表現で類似のものも
存在しているが、一つの建築物を対象に、地震前から地震後数週間の様子を示し、このような被害を
小さくするためにも機能維持や早期回復を事前に検討しておくことが重要であるということを伝える
目的の資料は少ない。また解析結果等に基づく正確な調査結果と整合させた資料にすることで本研究
のテーマ統一をはかった。 
なお、ここでは画像として提示しているが、実際には実例写真は別ウィンドウでポップアップし、
地震時には画面が多少揺れるといった工夫も行っている。図で示した生活被害等は解析結果に基づく
建築物の被害を鑑みて過去の被災事例と併せて検討した結果である。 

 

  
図 2.2  試作した普及促進 webツール画面 
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3. 病院 
3.1 はじめに 
地震など自然災害時に病院として果たす役割は、院内の患者・スタッフの安全確保や医療の維持継
続、被災者の救助・収容・治療であり、そのためには、ＢＣＰならぬＭＣＰ(Medical Continuity Plan)
を策定し、いつまでにどこまで医療機能を回復するかを明確にしておくことが重要である。 
本章の病院ではサブテーマ１で検討された、実際に被災したモデル病院（8階建てＳＲＣ造）にお
ける地震時の機能維持・早期回復に関して、いくつかの資料にまとめた。作成に当っては、阪神･淡路
大震災や新潟県中越地震の調査資料、被災した小千谷総合病院へのヒアリングや災害医療の中枢であ
る災害医療センター（立川）での災害対応などを現地調査し、実際の現場の声を反映し作成している。
これらの資料は、病院関係者や設計者を想定し啓発することをイメージしており、特に3.3 に示す「地
震から患者を守る」は小冊子としても使えるよう編集している。 

 
3.2 地震時の機能回復・早期回復 
震災時における病院建築の役割について次の2 点が考えられる。 

1）院内の患者・スタッフ・医療機能の安全、耐震 
2）災害対応、被災者の救助 
これらの役割を果たすためには、まず病院建築の特殊性を理解しなければならない。その上で、建
築物の耐震性の確保とともに地震時の被害状況の把握、それを踏まえどのように建築物及び医療機能
を復帰させるか予め考えておく必要がある。 
度重なる震災を踏まえて地震災害対応マニュアルの見直し、病院版BCPの構築、など新たな取り組
みがされている。神戸の震災以来、特に病院の建設に当たって免震構造の採用が多くなっているが一
方で長周期振動の影響がクローズアップされている。地震災害について考えるに当たってあらためて
実態を把握しておく必要があると考える。 
①病院建築の特殊性 
病院内には①入院患者②患者も含めた外来者③医療機器④危険物質など一般の建築物と異なる
人・物が存在し、特別な配慮が必要となる。例えば避難する際、避難に要する時間・人手を考え速や
かに移動可能な患者を先に、重症・要介助者は別途に対応することを考えておかなければならない。 
さらに、臓器移植・白血病・手術後など感染しやすい「易感染患者」と、ウィルス性疾患など「感
染源患者」が同時に存在する。いずれも空気を遮断する環境が大事で、壁の亀裂から空気が漏れる、
空気の流れを保つ空調システムがとまる、ということがあってはならない。 
地震による振動によって、手術・処置・点滴などの医療行為が中断するほか家具・什器・医療機器
の移動・転倒、注射針・メスなど鋭利で汚染された可能性のあるもの、細菌・化学物質・劇薬・麻薬
が散乱する可能性がある。また建築物の振動によって、手術・処置・点滴などの医療行為が継続不能
となる。 
②家具・医療機器（ベッド・重量機器・鋭利なもの） 
地震時に建築物が振動するのに伴い、家具や機器が移動・転倒し、ベッド・車椅子から放り出され
る、移動した家具・機器に当たって怪我する、モニタリングが途絶える、ということが発生する。ま
た病院内には注射針、ナイフ・メスなど鋭利なものが数多く存在し、怪我をするばかりでなく、針刺
しにより感染被害が発生する。 
③危険物質（細菌・化学物質） 
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そのほか危険物質である細菌やラジオアイソトープ、劇薬・麻薬の類が保管されており、容器・保
管庫が破壊された場合危険な状況が生じる。 
これら病院特有の問題を踏まえて、地震時に建築物、設備機器、家具什器などがどのような状態に
なるかを把握し、そうなることによって生じる問題を軽減又は回避するために必要な、事前の準備・
備え、地震時・直後の対応、地震が収まって後の復起・復興についてあらかじめ考えておく必要があ
る。 
 
①被災者救助について 
地震発生時において、患者の生命も大事だが、医療活動を継続するためには、第一に医療スタッフ
が無事であることが大事だ。救助・治療活動に携わる主役は医療スタッフだからである。次に、地震
が収まったらまず、建築物・機器の状況を把握する。これはあらかじめ用意したチェックリストなど
を使って速やかに行われなければならない。医療機能が確保されていること、患者の受け入れ態勢が
整っていることを確認した上で、医療活動を開始する。 
やみくもに活動を開始することは混乱を生じ、救助どころか収拾が付かないことになる。病院管理
者の中には地震発生時はまず病院の玄関を閉ざす必要があるといわれている。大量のけが人が押しか
ければ病院機能が麻痺しかねないからである。特に震災の真っ只中の病院では病院の機能ダウンとあ
わせて、医療材料の在庫、スタッフのキャパシティー不足が免れない。これらのことを踏まえてどの
くらいの時間でどこまで医療機能を回復させるかBCP（Business Continuity Planning）ならぬMCP
（Medical Continuity Planning）が必要であるといえる。 
更に病院の能力には限界がある。災害拠点病院においては災害時通常の入院受け入れ可能ベッドに
比べ2倍の収容が可能なように準備されている。それでも限度があるわけで、個々の負傷者ごとに入
院を受け入れるか、別の病院に送るか、回復の見込みがないか、速やかにトリアージ（Triage:識別救
急）し、必要な患者は速やかに移送する。いわゆるDMAT など医療スタッフの応援体制、ヘリコプ
ターでの患者移送態勢、病院連携などのシステム構築が大事だ。 
入院受け入れ態勢としては、外来ホールや会議室などに医療ガス電気などのアウトレットを用意し
て備えるという考え方が一般化してきている。 
トリアージ空間については日ごろから大空間を用意しておくのはコストの面で困難で、各種仮設テ
ントが考案されており、装備する病院が増えている。 
震災時に病院がどのように対応するかソフト面ばかりでなくハード面でも、いわば大災害対応のた
めにどのように変身するか、あらかじめハード面での準備と共に、災害時の状況を具体にイメージし、
訓練しておく必要がある。 
 
②インフラ被害の影響 
もとより一般的に建築物は電気・ガス・水及び排水など、その日常的活動は都市的設備に支えられ
ている。阪神大震災の折にも道路が破壊されたことによる救助・復興に対する影響、それに下水排水
機能が麻痺したことでインフラの重要性が改めて認識された。 
病院特有の問題としては医療材料の確保・供給はもちろんだが、清潔保持・感染防止、のためには
水の確保が重要となる。急性期病院では一ベッドあたり１�前後の清潔な水が必要とされる。もちろ
ん水ばかりでなく、本来医療は災害時にこそ必要とされるわけであるから、日常的にインフラになる
べく頼らないでエネルギーや水を自給可能な「自立する病院建築」を目指さなければならない。 
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3.3 構造性能表示事例 
 病院では、建築物の機能として医療活動が重要であることから、被災状況とそれが医療活動に与
える影響について、ポンチ絵や説明文章・実際の被害写真などを盛り込んだ冊子「地震から患者を守
る」を作成した（図3.1～3.3）。 

 
図3.1  「地震から患者を守る」表紙  
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図 3.2  病院の地震後シナリオ作成事例（その 1） 
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図 3.3  病院の地震後シナリオ作成事例（その 2） 

- 4-14 -



 4-15 

4. 事務所 
4.1 はじめに 

企業においては、地震災害を含む自然災害に遭遇した場合に、事業資産の損害を最小限にとどめ、
中核となる事業の継続あるいは早期の復旧を可能にすることが重要である。そのための平常時の活動
や緊急時の事業継続の方法や手段を計画することは、一般にBCP（事業継続計画）といい、多くの企
業でBCPの策定が進められている。とくに、2005年の新潟県中越地震では、某電子部品メーカーが大
きな被害を受け、事業の縮小を余儀なくされる事態が発生するなど、地震に備えたBCP策定の重要性
が指摘されている。ここでは、企業がテナントとして入居している事務所建築物における地震時の機
能維持・早期回復に関して、いくつかの分類方法で被害と機能損失の関係を表にまとめる。次にサブ
テーマ1で検討された7階建てSRC 事務所建築物を例に、地震被災時のシナリオを示すことにより、
被害と機能損失の関係を分かりやすく一般市民に伝達する方法を検討する。 
 
4.2 地震時の機能維持・早期回復 
4.2.1 地震時に確保すべき機能 
表4.1は、人、物、金、情報に関して、被害の様相と事前、事後対策についてまとめた 
ものである。とくに、事業継続に必要な資源が失われた場合に備えて、以下の項目について 
代替策の検討が重要であることが分かる。 
(ア) 情報連絡の拠点となる場所 
(イ) 被災した重要施設・設備 
(ウ) 臨時従業員（「被災生活支援」と「事業復旧」との２通り） 
(エ) 資金 
(オ) 通信手段・各種インフラ（電力、ガス、水道等） 
(カ) 情報類（バックアップの方針） 
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表4.1  地震後の事務所建築物（企業）の被害の様相と対策  

 
 
4.3 構造性能表示事例 

4.3.1 はじめに 
サブテーマ1において、想定地震に対する７階建てＳＲＣ造事務所の構造被害が分析された。ここ
では、その結果をもとに、事務所内において想定される機能損失をシナリオの形で表現することを試
みる。 
想定建築物の特徴は、所在地：東京都港区、 

規模：地上7階、地下1階、塔屋1階、 
構造種別：鉄骨鉄筋コンクリート造 

である。サブテーマ1の報告書から、もっとも被害の大きかった想定地震は、JMA-KOBE（1995年兵
庫県南部地震、神戸海洋気象台NS 波）であった。 
 
4.3.2 シナリオ作成の基本条件と作成事例 
本建築物（学術会館）の持つ機能としては、以下の4つが上げられる。 
①学会の事務局機能 
②学会の研究集会・委員会等の場所としての機能 
③貸し事務所としての機能（上層階） 
④貸し店舗としての機能（地下階等） 
本建築物に対する想定地震による機能影響としては、地震直後に想定されるインフラ（電力・ガス・
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水道等）の停止による影響が主となると思われる。以下にインフラの停止による機能影響（機能損失）
について、サブテーマ1の報告書から抜粋する。 
a)電力の停止による影響 
本建築物には、電力が停止した場合を想定して、非常用発電機が装備されており、燃料および冷却
水の供給が途絶えるまで、約1日程度の電力の供給は可能である。但し、その供給できる電力の能力
としては、非常時の最小限の機能に限定される。具体的には、非常用照明および防災センター等で最
低限必要な電源程度である。従って、電力が停止した場合、本建築物で維持可能な機能としては、①
の学会事務局機能のみであり、②から④の機能は停止せざるを得ないと思われる。 
b)水道の停止による影響 
水道（および電力）が停止した場合、屋上に設置された水槽に新しい水を供給することが困難とな
ることから、大きな制約が生じることになる。具体的には、この場合にも②から④の機能の維持は困
難であり、かろうじて①のみが、設備機器等の使用を制限する中で、機能維持が可能と思われる。 
c)その他 
本建築物では、その他のインフラ（ガス等）が停止した場合については、それらに依存する設備機
器等が殆ど無いことから、大きな影響は生じないものと判断する。但し、道路の寸断は、非常用発電
機への燃料・冷却水の提供を遮断することから、電力・水道の停止が長期化した場合には、①の機能
に対しても致命的影響を与える可能性があるので注意を要する。その他、通信ネットワークの停止等
も想定されるが、本建築物は遠隔地に2重化されたサーバー等を準備していることから、それによる
機能の損失は比較的小さいと判断できる。 
そこで、以下の場所、シチュエーションで、被害のシナリオを作成する。 
地震発生：平日の午後2時 
地震の規模：阪神淡路大震災級 
以下に一例として「7階、貸し事務所」のシナリオを示す。 
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図4.1  事務所を対象とした場合のシナリオ作成事例  
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5. まとめと今後の展望 
特に近年になって建築に求められるのは、BCPはじめ、発災後の生活や執務の機能がどう維持され、
どの程度早く回復できるかである。しかし現在の構造設計では、建築物内で営まれる人々の生活や執
務機能に着目した場合、その空間や機能をどのくらい守れるかについて明確には説明できない。構造
性能として設定される部材の強度・剛性からだけでは、人々の生活や執務空間の状態とを直接結び付
けることができないからである。人々の生活や執務の遂行は、空間（部屋）の状況によって大きく影
響を受ける。 
これらを重視した構造設計を実現するには、以下の図に示すロードマップのように、何段階ものス
テップがある。まずは損傷状態と生活支障・機能支障を結びつけるデータベース資料の作成（図5.1
中の資料1）、さらにそれらを生活・機能支障に置き換え、分かりやすく書き下していく膨大なデー
タベースの作成（図5.1中の資料2、3、…）、最後にそれらは建築主にとって分かりやすい被害状況、
機能回復の説明となって部屋や空間ごとに説明されることが可能になる。発災直後の避難支障や生
活・執務復興などもその中で説明できることが求められる。しかしながら被害状況と生活・機能支障
とを結びつける資料、たとえば「層間変位がある値になると、空間がどのような被害状況となるか」
というデータベースはこれまで部位別に存在したとしても、「それが生活にどの程度影響を及ぼし、
避難生活が必要か、コストがいくらかかるか」まで明らかにした資料は皆無である。また、設計者に
もこれらに対する理解が得られていないのが実情であろう。 
サブテーマ3では、これらの膨大な全体像のなかで、まず短期的な目標を定めた。すなわち、サブ
テーマ1から得られた解析結果を、既往の地震被害や文献による知見に基づき評価し資料化した。さ
らには、分かりやすく建築主に情報伝達すること、一般の建築主の意識啓発をめざしたプログラムを
開発、試作した。 
今後の展望としては、図5.1の長期課題を順次解明していくことが必要である。それらは各所で行わ
れる実験の結果とそこから得られる知見をデータベース化し、総合化して評価していくといった膨大
な作業をともなうが、構造性能から生活・機能支障に至る各フェーズを解明していくことにより、建
築主にとって最も分かりやすい形で生活・執務をどのくらい守ることができるのかなど、明確に資料
化することができる。当然のことながらこれらの資料は、建築主や市民ばかりに有益ではなく、何よ
りも設計者が性能設定時にこれらの点について客観的な根拠に基づき判断できるようになることに大
きな意義がある。その結果、アカウンタビリティ（説明責任）を果すことができるなどのメリットに
もつながる。 
これら膨大な研究は、地震大国である日本において明らかにすべき重要なテーマであり、従来のよ
うに専門家や行政だけが建築物の安全性を考えるのではなく、建築主も建設時点で生活や執務の面か
ら性能を理解し、性能設定に参画することが可能になるという点において、画期的なシステムとなり
うる可能性を秘めている。 
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図5.1  機能維持・早期回復を重視した構造設計へのロードマップ  
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